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平素は、「ワールド・フィンテック⾰命ファンド（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし)」をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げま
す。

さて、両ファンドとも2022年12⽉12⽇に第9期決算を迎えました。当期の運⽤状況と今後の⾒通しについてまとめ
ましたので、報告申し上げます。

なお、基準価額の⽔準等を勘案した結果、当期の収益分配は⾒送ることといたしました。

引き続きお引き⽴て賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

ワールド・フィンテック⾰命ファンド（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし)

第9期決算の運⽤状況と今後の⾒通し

2022年12⽉13⽇

当ファンドの分配⽅針は以下の通りです。
①分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。
②原則として、基準価額の⽔準等を勘案して分配⾦額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を⾏わないことがあります。

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧くださ

い）。
※上記は過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

※分配⾦は、決算の都度、収益分配⽅針に基づいて委託会社（⼤和アセットマネジメント）が決定しますので、将来の分配⾦について、あら
かじめ⼀定の額の分配をお約束するものではありません。今後の市場環境や運⽤状況によっては、分配⾦の変更あるいは分配⾦が⽀払わ
れない場合もあります。

基準価額・純資産の推移
為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

当期決算 分配⾦ 0円 0円

基準価額 7,876円 9,860円

純資産総額 23億円 154億円

※以下のコメントは、アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。
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「フィンテック（為替ヘッジあり）」

世界株式（現地通貨建て）
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「フィンテック（為替ヘッジなし）」

世界株式（円換算）

当期の投資環境︓⾦利上昇、インフレ懸念で不安定な動き
グローバル株式市場は、2022年6⽉半ばにFRB（⽶国連邦準備制度理事会）が利上げ幅拡⼤を決定した後、

株価は悪材料出尽くし観測、インフレ率のピークアウト期待などが後押ししたことで8⽉中旬にかけて上昇しました。そ
の後は、パウエルFRB議⻑が景気回復よりもインフレ抑制を優先する姿勢を強調したことや、予想を上回るインフレ率
の上昇で欧⽶の⾦利が上昇したことが嫌気され、株価は下落しました。その後、欧⽶の⾦利上昇が⼀服したことや⽶
国のインフレ率が予想を下回ったことなどが好感され、当期末にかけて株価は反発しました。
為替相場は、⽶ドルやユーロが対円で上昇しました。各国主要中央銀⾏がタカ派姿勢を強めるなか、⽇銀は依然

として緩和姿勢を維持し、⾦利差の拡⼤が意識されたことで、円安が進みました。当期末にかけては、⽶国のインフレ
減速期待などから⽇⽶⾦利差の縮⼩が意識され、円⾼⽶ドル安となりました。

当期の運⽤状況︓欧⽶の保有銘柄の下落がマイナス寄与
当ファンドは、為替市場で⽶ドルやユーロが対円で上昇したことがプラス要因となりましたが、⽶国や欧州の保有銘

柄が下落したことがマイナス要因となり、基準価額は前期末⽐で下落しました。
⾦融セクターは⾦利上昇やデジタル決済拡⼤の恩恵を受け、株価は堅調に推移した⼀⽅で、インフレ懸念が⾼ま

るなか、成⻑株が多い情報技術セクターの銘柄は全般的に下落しました。
個別銘柄では、堅調なデジタル決済需要を背景にネットワーク・インターナショナル・ホールディングスなどの決済サー

ビス関連銘柄の株価上昇がプラスに寄与しました。⼀⽅で、中国国内の景気減速懸念が⾼まったことなどから、中国
の⾦融サービス会社ルファックス・ホールディングの株価は軟調に推移し、マイナス寄与となりました。

（出所）ブルームバーグ

「為替ヘッジあり」と世界株式のパフォーマンス

※ 「為替ヘッジあり」 「為替ヘッジなし」のパフォーマンスは分配⾦再投資基準価額ベースです。※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦(税引
前)を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤(信託報酬)は控除し
ています（「ファンドの費⽤」をご覧ください）。※「世界株式」はMSCI ACWI Indexを 使⽤しています。また、当ファンドのベンチマークではあり
ません。円換算は、前営業⽇の指数値に当⽇のわが国の対顧客電信売買相場の仲値を乗じて算出しています。※上記は過去の実績を⽰した
ものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

（ 2022年6⽉10⽇〜 2022年12⽉12⽇)

「為替ヘッジなし」と世界株式のパフォーマンス

（2022年6⽉10⽇〜 2022年12⽉12⽇)

※前期末（2022年6⽉10⽇）を100として指数化 ※前期末（2022年6⽉10⽇）を100として指数化
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キャッシュレス・ビジネス 決済のキャッシュレス化の進展により恩恵を受ける企業

次世代⾦融リーダー 新技術の導⼊により市場をリードする⾦融機関

フィンテック技術基盤 新しい⾦融サービスの技術的な基盤を提供する企業

当ファンドにおけるフィンテック関連企業とは、多岐にわたる新たなテクノロジーを通じて、保険、資産運⽤、融資、決済
などの既存の⾦融サービスに変⾰をもたらす企業をさします。

eコマースの普及等を背景に、世界中で決済のキャッシュレス化が進んで
います。キャッシュレス決済は、⾼い利便性により、実店舗における決済でも存在感
を⾼めていくと考えられます。

新たな⾦融サービスでは、セキュリティやブロックチェーン、ビッグデータなどのテクノロジ
ーの活⽤が重要となります。世界中でフィンテックを⽀える技術への投資が拡⼤して
おり、新しいサービスの普及を後押しするとみられています。

※上記注⽬分野以外にも投資する可能性があります。

⾦融業界は、時価総額でみて世界最⼤級の産業のひとつです。フィンテックが⽣み出
す新しいサービスにより、市場をリードする⾦融機関が、この巨⼤産業内の将来の勝
ち組になると考えられます。

当ファンドが注⽬する3つの成⻑テーマ

当期の運⽤経過︓情報技術や⾦融セクターを中⼼に組み⼊れ
当期のポートフォリオにおいては、決済サービスのデジタル化など⾦融業界のイノベーションをけん引する銘柄が多く存

在する情報技術セクターや、フィンテック業界の次世代リーダーとしての活躍が期待される銘柄を中⼼に⾦融セクター
の組⼊⽐率を⾼位としました。地域別では、フィンテック関連企業が多く上場している⽶国を中⼼に、⾦融のデジタル
化が進む新興国にも幅広く投資を⾏いました。

代表的な組⼊銘柄は、国際的な電⼦決済ネットワークに強みを持つクレジットカード⼤⼿のビザやオンライン決済
サービス会社のグローバル・ペイメンツ、欧州の主要証券取引所であるロンドン証券取引所、⽶国の⾦融データサービ
ス会社のフィデリティ・ナショナル・インフォメーション・サービシズなどとなっています。
個別銘柄については、英国のソフトウエア会社のGBグループとイスラエルのセキュリティー会社サイバーアーク・ソフトウ

エアを新規に組み⼊れました。両社は、社会に必要不可⽋なID認証ソフトウエア・ソリューション、サイバーセキュリ
ティー・ソリューションを提供しており、今後も強い需要が⾒込めます。⼀⽅で、⾦利上昇の影響を考慮し⽶国の資産
運⽤会社ブラックロックなどを全売却しました。

「為替ヘッジあり」では、保有する実質外貨建資産について為替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを⾏いました。
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今後の相場⾒通し︓短期的には不安定だが、フィンテック企業の⻑期的な成⻑に期待
今後は⾦利上昇の影響などによりインフレ関連指標の落ち着きが⾒込まれるものの、依然としてインフレ圧⼒は強く、

投資家の注⽬するFRBの⾦融政策動向が不透明であることから、⾦融市場のボラティリティは⾼い状態が続くと予測
されます。株価は、短期的には売られ過ぎの状況から反転する可能性も考えられます。⼀⽅で、引き続き家計、企
業ともにバランスシートが強固であることから、⻑期にわたる景気後退リスクは抑制されると予測しています。
株式市場への逆⾵が強まる中、フィンテック企業はリスク／リターンの観点から⾒て引き続き魅⼒的であると考えてい

ます。デジタル決済分野は、世界的に決済⼿段が現⾦からカードへシフトしていることから、特に魅⼒的であると考え
ています。デジタル決済は、消費者レベルにとどまらず企業間取引においても利⽤が拡⼤しており、関連企業は⾜元
の不安定な環境下でも安定した成⻑が期待できます。
当ファンドでは引き続き質が⾼く持続的な成⻑性と強固なバランスシートを持つ企業に着⽬しています。投資してい

るフィンテック関連銘柄は、市場平均よりも⾼い成⻑性と優れた営業実績を提供していると分析しており、今後１年
間で相対的に⾼いリターンを実現するポートフォリオであると考えています。

今後の運⽤⽅針︓引き続き3つの成⻑テーマに注⽬
当ファンドは、テクノロジー企業と⾦融機関が協業して⽣まれるフィンテック市場の動きを捉え、3つの成⻑テーマであ

るキャッシュレス・ビジネス、フィンテック技術基盤、次世代⾦融リーダーに着⽬して、フィンテック企業に投資を⾏います。
フィンテックは、⾦融業務の効率性を⾼めるだけのものではなく、最新のIT技術を⽤いた新たな⾦融サービスであり、

サービスの広がりと共に市場が⼤きく拡⼤していく⾰命です。この動きはこれからさらに本格化していき、⻑期にわたる
成⻑市場になっていくと予想しています。
運⽤にあたっては、⾼い成⻑性と強固なバランスシートを持つ企業に着⽬し、今後の景気動向を⾒据えてポートフォ

リオ構築を⾏っていく⽅針です。引き続き、⻑期トレンドを捉える成⻑企業に投資することでファンドの成⻑を⽬指して
参ります。
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ご参考︓ポートフォリオの状況（2022年10⽉末時点）
≪アクサ IM・グローバル・フィンテック関連株式マザーファンドの運用状況≫ ※比率は、マザーファンドの純資産総額に対するものです。

※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

株式 業種別構成 株式 規模別構成

外国株式 情報技術 大型株

日本株式 金融 中小型株

資本財・サービス

現金等

合計

株式 通貨別構成 株式 国・地域別構成

米ドル アメリカ

ユーロ イギリス

英ポンド イタリア

インドネシア・ルピア フランス

日本円 ケイマン諸島

シンガポール・ドル オランダ

スウェーデン・クローネ スペイン

南アフリカ・ランド インド

ノルウェー・クローネ ドイツ

その他 その他

組入上位10銘柄

ビザ アメリカ 情報技術

グローバル・ペイメンツ アメリカ 情報技術

ロンドン証券取引所グループ イギリス 金融

フィデリティ・ナショナル・インフォメーション・サービシズ アメリカ 情報技術

ペイパル・ホールディングス アメリカ 情報技術

ネットワーク・インターナショナル・ホールディングス イギリス 情報技術

ネクシィ イタリア 情報技術

サンタンデール銀行 スペイン 金融

シフト４ペイメンツ アメリカ 情報技術

ワールドライン フランス 情報技術

1.9%
1.7%
1.3%
1.3%

比率

55.4%
19.9%
10.5%

3.6%

4.0%

合計97.5%
規模 比率

合計37.3%

64.8%

合計97.5%
業種名 比率

56.5%

※大型株：時価総額100億米ドル超、中小型株：時価総

額100億米ドル以下。

2.8%

1.2%

1

45

資産

2.0%

39.7%
1.3%

2.5%

32.7%

比率

95.5%
2.0%

100.0%

4.1%
4.0%

3.0%

資産別構成

4.9%

46.6%
9.2%

銘柄数

合計97.5%

銘柄名 国・地域名

比率

4.7%
4.1%

5.2%

2.6%
14.3%

2.2%

国・地域名

※上記データは、四捨五入の関係で合計の数値と一致しない場合があります。

※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。

44

通貨名

比率業種名

2.9%

3.0%
2.9%

4.7%

3.7%

合計97.5%

4.5%
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ご参考︓上位10銘柄のご紹介（2022年10⽉末時点）

組入上位銘柄紹介 ※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。 

※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

ペイパル・ホールディングス

（アメリカ／情報技術）

ペイパル・ホールディングスは、オンライン決済サービス会社。電子決済の老舗。オンライン決済業務に

特化した決済プラットフォーマーで、グローバル展開に強み。

ビザは、クレジットカード会社。小売り電子決済ネットワークの運営、国際的な金融サービスの提供に従

事。消費者、一般企業、金融機関、政府機関などを電子決済に結びつける決済技術会社である。決済
ネットワークやデータ転送サービスを通じて、国際的な商取引を提供。

グローバル・ペイメンツ

（アメリカ／情報技術）

グローバル・ペイメンツは、オンライン決済サービス会社。インフラを十分に持たない中小の小売業者に

対して強みを持つ。マルチチャネルに対応し、各種ソフトウエアも提供する統合型サービスを提供し、顧
客の定着率が高い。主に米国で展開。

ロンドン証券取引所グループ

（イギリス／金融）

英国の主要証券取引所。グローバル金融市場に資本の調達、株式・デリバティブ・債券取引、リアルタ

イム価格、マーケット情報やコーポレートアクション情報などのレファレンス情報を提供。

フィデリティ・ナショナル・インフォメーション・

サービシズ

（アメリカ／情報技術）

フィデリティ・ナショナル・インフォメーション・サービシズは、米国の金融データサービス会社。金融機関

や小売業者向けに、クレジット・デビットカード処理、電子バンキングサービス、小切手リスク管理、小切
手の換金、マーチャントカード・プロセシングサービスを提供。決済大手のワールドペイを買収。

シフト４ペイメンツ

（アメリカ／情報技術）

米国の決済処理会社。各種支払いタイプのエンドツーエンドの支払い処理、ソフトウェア統合、統合型モ

バイル販売時点管理（POS）ソリューション、セキュリティおよびリスク管理ソリューションなどを提供。

ワールドライン

（フランス／情報技術）

ワールドラインは、世界各地で事業を展開する、デジタル決済処理プラットフォームの開発・運営会社。

マーチャントサービスおよび取引サービス、会計処理、ソフトウエアライセンスを提供。

ネットワーク・インターナショナル・ホールディ

ングス

（イギリス／情報技術）

ネットワーク・インターナショナル・ホールディングスは、英国の決済サービス会社。アフリカや中東で金

融機関向けの決済処理サービスや支払い計画などのデジタル決済ソリューションを提供。

ネクシィ

（イタリア／情報技術）

ネクシィは、イタリアの決済サービス会社。オンライン支払やクレジットカード決済処理などのサービスを

提供。

サンタンデール銀行

（スペイン／金融）

スペインの銀行。預金業務、プライベート・バンキングや資産管理サービスに従事。個人向け融資、モー

ゲージ・ローン、年金ファンド、保険やM&Aのアドバイザー業務などを提供。世界各地で事業を展開。

銘柄名（国・地域名／業種名） 銘柄紹介

ビザ

（アメリカ／情報技術）
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ファンドの⽬的・特⾊
 
ファンドの目的 
 

日本を含む世界のフィンテック関連企業の株式に投資し、値上がり益を追求することにより、信託財産の成長をめざ
します。 

 
ファンドの特色 
 

1．日本を含む世界のフィンテック関連企業の株式に投資します。 
※株式には DR（預託証券）を含みます。 

2．株式の運用はアクサ・インベストメント・マネージャーズが行ないます。 
3．「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の２つのファンドがあります。 

為替ヘッジあり 
 為替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを行ないます。 

※ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。 

※為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときには、金利差相当分がコストとなり、需給要因

等によっては、さらにコストが拡大することもあります。 

（注）一部の通貨について、為替ヘッジが困難、あるいは、ヘッジコストが過大と判断される際には、為替ヘッジを行なわな

い、または他の通貨による代替ヘッジを行なう場合があります。 

為替ヘッジなし 
 為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。 

※基準価額は、為替変動の影響を直接受けます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4．当ファンドは、複数の投資信託証券に投資する「ファンド・オブ・ファンズ」です。 
投資対象とする投資信託証券への投資を通じて、フィンテック関連企業の株式に投資します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
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ファンドの費⽤

投資リスク
 

● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ
れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「特定の業種への集中投資リスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・
リスク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※ 「為替ヘッジあり」は、為替ヘッジを行ないますが、影響をすべて排除できるわけではありません。一部の通貨につ

いて、為替ヘッジが困難、あるいは、ヘッジコストが過大と判断される際には、為替ヘッジを行なわない、または他
の通貨による代替ヘッジを行なう場合があるため、為替変動の影響を受けることがあります。なお、為替ヘッジを行
なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときには、金利差相当分がコストとなり、需給要因等によっ
ては、さらにコストが拡大することもあります。 

※ 「為替ヘッジなし」は、為替ヘッジを行なわないので、基準価額は、為替レートの変動の影響を直接受けます。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができま
せん。 

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせ下さい。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 

販売会社が別に定める率 
〈上限〉3.3%（税抜

3.0%） 
スイッチング（乗換え）による
購入時の申込手数料について
は、販売会社にお問合わせく
ださい。 

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提
供、取引執行等の対価です。 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 
運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.232% 
（税抜 1.12％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対
して左記の率を乗じて得た額とします。 

 
 

投資対象とする 
投 資 信 託 証 券 

年率 0.5731% 
（税抜 0.521%） 

投資対象ファンドにおける運用管理費用等です。 

実質的に負担する 
運 用 管 理 費 用 

年率 1.8051%（税込）程度 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場
合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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